
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護老人保健施設衣笠ろうけん 重要事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

◇介護保険証の確認 

説明を行うに当たり、ご利用希望者の介護保険証・医療保険証等を確認させていただきます。 

◇ケアサービス 

  当施設でのサービスは、「どのような介護サービスを提供すればご自宅での生活が継続できるか」と

いう施設サービス計画に基づいて提供されます。この計画は、利用者に関わるあらゆる職種の職員

の協議によって作成されますが、その際、ご本人・保証人の希望を十分に取り入れ、また、計画の

内容については同意をいただくようになります。 

  医療： 

   介護老人保健施設は入院の必要がなく、病状が安定している要介護者を対象としています。医

師・看護職員が勤務していますので、ご提供頂いた情報に基づき適切な医療・看護を行います。 

  介護： 

   施設サービス計画に基づいて実施します。 

  リハビリテーション： 

   在宅環境を踏まえたプログラムを個別に計画・立案し、実施します。 

その他機能訓練・集団リハビリ・レクリエーション等をおこないます。 

◇生活サービス 

当施設での療養環境は以下の通りです。 

  療養室： 

   個室、４人室 

 食事： 

   朝食   ８時００分～ ９時００分 

   昼食 １２時００分～１３時００分 

   夕食 １７時３０分～１８時３０分 

    ＊食事は原則として食堂で召し上がっていただきます。 

 行事・季節等の特別な食事の提供： 

   行事食等には通常のメニューのほか特別な食事を用意しています。 

＊特別な食事の提供には、別途料金をいただきます。 

 入浴：週に最低２回、ただし、利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合があります。 

 理美容：理美容サービスをご案内しております。必要な方は職員にお声かけ下さい。  

 

◇他機関・施設との連携 

協力医療機関への受診： 

   当施設では、病院・診療所や歯科診療所に協力をいただいていますので、利用者の状態が変化

した場合には、速やかに対応をお願いするようにしています。 

他施設のご案内： 

   当施設での対応が困難な状態になることや、専門的な対応が必要になった場合には、他の機関

をご案内します。 

◇守秘義務について 

施設職員に対して、施設職員である期間及び施設職員で無くなった後においても、正当な理由が無

く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことが無いよう、指導教育を適時行い

ます。 

 



 

◇研修について 

施設長他全ての職員は、入所者の処遇向上のための研修等において職務遂行能力の水準の維持、向

上に努めます。 

◇緊急時の対応 

緊急の場合には、「同意書」にご記入いただいた保証人宛に連絡します。 

事故発生時には、保証人への連絡の他、別に定める発生時の対応に基づき適切に対処します。 

◇相談窓口 

当施設には相談指導の専門員として支援相談員が勤務していますので、お気軽にご相談ください。

（電話 046-852-1185） 

要望や苦情などは、支援相談担当者にお寄せいただければ、速やかに対応いたしますが、玄関に備

えつけられた「ご意見箱」をご利用いただき、管理者に直接お申し出いただくこともできます。 

公的機関においても、次の機関において苦情申出等ができます。 

・横須賀市福祉部介護保険課給付担当（電話 046-822-8253） 

・神奈川県国民健康保険団体連合会（電話 0570-022-110）  

◇施設の概要 

（１）施設の名称等 

   ・施設名    社会福祉法人日本医療伝道会 介護老人保健施設衣笠ろうけん . 

   ・開設年月日  平成 7 年 7 月 18 日 

      ・所在地    横須賀市小矢部 2-23-1 

   ・電話番号   046-852-1185   ・ファックス番号 046-852-1186 

      ・管理者名   武藤 正樹 

      ・介護保険指定番号    介護老人保健施設（ 1451980002 号） 

（２）施設の職員体制 

 常 勤 非常勤 夜 間 業務内容 

・医  師 1(1.0)   医学的管理 

・看護職員 5(5.0) 1(0.6) 1(1) 看護全般 

・薬剤師 1(0.2)   薬剤管理、指導 

・介護職員 8(8.0) 9(5.9) 1(1) 介護全般 

・支援相談員 4(3.0)   相談、指導、苦情受付 

・理学・作業療法士 3(1.6) 3(1.0)  理学・作業機能訓練 

・管理栄養士 1(1.0)   栄養管理、指導 

・介護支援専門員 1(1.0)   施設サービス計画の立案実施 

・事務職員  1(0.8)  請求、会計、記録作成管理他 

（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

 

（３）入所定員等  ・定員 50 名 

  ・療養室  個室 2 室、４人室 12 室 

 

 

 

 

 



 

◇サービス内容 

 ① 施設サービス計画の立案 

 ② 食事 

 ③ 入浴（一般浴槽のほか入浴に介助を要する利用者には特別浴槽で対応） 

 ④ 医学的管理・看護 

 ⑤ 介護（退所時の支援も行います） 

 ⑥ 機能訓練（リハビリテーション、レクリエーション） 

 ⑦ 相談援助サービス 

 ⑧ 行事、季節等による特別な食事の提供 

⑨ 行政手続代行 

⑩ その他 

   ＊これらのサービスのなかには、利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくものも

ありますので、具体的内容はご相談ください。 

◇利用料金 

１  保険給付の自己負担額 

○施設サービス費（介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度によって利用料が異なり

ます。以下は１日あたりの自己負担分です） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）1割負担 24 円/日、2割負担 48 円/日、3割負担 72 円/日 

  〈基本型〉 〈強化型〉 

〈従来型個室〉 1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要介護 1 756 円 1,512 円 2,268 円 831 円 1,662 円 2,493 円 

要介護 2 805 円 1,610 円 2,415 円 910 円 1,820 円 2,730 円 

要介護 3 873 円 1,746 円 2,619 円 979 円 1,958 円 2,937 円 

要介護 4 931 円 1,862 円 2,793 円 1,039 円 2,078 円 3,117 円 

要介護 5 983 円 1,966 円 2,949 円 1,097 円 2,194 円 3,291 円 

      
 

 
〈従来型〉 〈強化型〉 

〈多床室〉 1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要介護 1 836 円 1,672 円 2,508 円 918 円 1,836 円 2,754 円 

要介護 2 889 円 1,778 円 2,667 円 999 円 1,998 円 2,997 円 

要介護 3 957 円 1,914 円 2,871 円 1,069 円 2,138 円 3,207 円 

要介護 4 1,013 円 2,026 円 3,039 円 1,130 円 2,260 円 3,390 円 

要介護 5 1,067 円 2,134 円 3,201 円 1,186 円 2,372 円 3,558 円 

 

＊別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たした場合に、夜

勤職員配置加算として、1 日につき 1 割負担 26 円、2 割負担 52 円、3 割負担 78 円加

算されます。  

＊医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、その入所日から

起算して 3 月以内の期間に集中的にリハビリテーションを行った場合、短期集中リハビリ

テーション実施加算Ⅰして、1日につき 1 割負担 272 円、2割負担 544 円、3割負担 816

円加算されます。 

＊認知症であると医師が判断した者であって、リハビリテーションによって生活機能の改善



 

が見込まれると判断されたものに対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する

施設が、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が集中的な

リハビリテーションを個別に行った場合に、認知症短期集中リハビリテーション実施加算

Ⅰとして、入所の日から起算して 3 月以内の期間に限り、1 週に 3 日を限度として、１日

につき 1 割負担 253 円、2 割負担 506 円、3 割負担 759 円加算されます。 

 

＊基本型老健であって、別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると施設が認められた場合、

在宅復帰支援機能加算Ⅰとして 1 日につき 1 割負担 54 円、2 割負担 108 円、3 割負担 

162 円加算されます。 

強化型老健であって、別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると施設が認められた場合、

在宅復帰支援機能加算Ⅱとして 1 日につき 1 割負担 54 円、2 割負担 108 円、3 割負担 

162 円加算されます。 

 

＊外泊された場合には、1 月に 6 日を限度として上記施設サービス費に代えて、外泊時費用

として、1 日につき 1 割負担 382 円、2 割負担 764 円、3 割負担 1,146 円加算され

ます。ただし、外泊の初日と施設に戻られた日は、入所日同様の扱いとなり、外泊扱いに

はなりません。 

 

＊入所後 30 日間に限って、初期加算Ⅱとして、１日につき 1 割負担 32 円、2 割負担 64

円、3 割負担 96 円加算されます。初期加算Ⅰを算定した場合、１日につき 1 割負担 64

円、2 割負担 128 円、3 割負担 192 円加算されます。 

 

＊再入所において必要となる栄養管理が、前入所の際に必要とした栄養管理とは大きく異な

る為、当該介護老人保健施設の栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者

に関する栄養ケア計画を策定した場合に、再入所時栄養連携加算として、入所者一人につ

き１回を限度として１割負担 211 円、2 割負担 422 円、3 割負担 633 円加算されます。 

 

＊利用者等に入所前後の療養指導を居宅等に訪問して指導を行った場合 

入所前後訪問指導加算(Ⅰ) 退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の

決定を行った場合、1 回に限り 1 割負担 475 円、2 割負担 950 円、3 割負担 1,425

円加算されます。 

入所前後訪問指導加算(Ⅱ)  退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の

決定にあたり、生活機能の具体的な改善目標を定めるとともに、退所後の生活に係る支援

計画を策定した場合、1 回に限り 1 割負担 506 円、2 割負担 1,012 円、3 割負担 1,518

円加算されます。 

但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、継続的に入所者ごとの

栄養管理を強化して実施し、結果等を厚生労働省に提出し、情報を活用した場合は、栄養

マネジメント強化加算として、1 日につき 1 割負担 12 円/日、2 割負担 24 円/日、3 割

負担 36 円加算されます。 

＊医師の指示により､現に経管により食事を摂取している入所者ごとに､経口による食事の摂



 

取を進めるための経口移行計画が作成された場合であって、当該計画に従い、医師の指示

を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及び言語聴覚士又は看護師による支援が行

われた場合は、当該計画が作成された日から起算して 180 日以内の期間に限り 1 日につき

経口移行加算として、1 割負担 30 円、2 割負担 60 円、3 割負担 90 円加算されます。 

 

＊現に経口により食事を摂取するものであって、摂食機能障害を有し、誤燕が認められる入

所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、

介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の健康管理をするための食事の観察

及び会議等を行い、入所者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進めるための傾向維

持計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受けた

管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に、経口維持加算(Ⅰ)として 1 月につき 1

割負担 422 円、2 割負担 844 円、3 割負担 1,266 円加算されます。 

協力歯科医療機関を定めている介護老人保健施設が、経口維持加算(Ⅰ)を算定している場

合であって、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するための食事の観察及び会

議等に、医師、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場合、経口維持加算（Ⅱ）

として 1 月につき 1 割負担 106 円、2 割負担 212 円、3 割負担 318 円加算されます。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると施設が認められ、歯科医師又は歯科医師の指

示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月 2 回以上行った場合に、口腔衛生

管理加算(Ⅰ)として 1 月につき 1 割負担 95 円、2 割負担 190 円、3 割負担 285 円加算

されます。 

 (Ⅰ)の要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、

情報を活用した場合に、口腔衛生管理加算(Ⅱ)として 1 月に 1 割負担 116 円、2 割負担 

232 円、3 割負担 348 円加算されます。 

但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

 

＊医師の指示により、治療食を提供した場合、1 食につき 1 割負担 7 円、2 割負担 14 円、

3 割負担 21 円加算されます。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、当該入所者に処方する

内服薬の減少について、退所時又は退所後 1 月以内に当該入所者の主治の医師に報告し、

その内容を診療録に記載した場合は、かかりつけ医連携調整加算(Ⅰ‐ﾛ)として、当該入所

者の退所時に１割負担 74 円、2 割負担 148 円、3 割負担 222 円加算されます。 

 (Ⅰ)を算定し、服薬情報等を厚生労働省に提出し、情報を活用した場合は、かかりつけ医

連携調整加算(Ⅱ)として、当該入所者の退所時に１割負担 253 円、2 割負担 506 円、3

割負担 759 円加算されます。 

 (Ⅰ)(Ⅱ)を算定し、6 種類以上の内服薬を 1 種類以上減少させた場合は、かかりつけ医連携

調整加算(Ⅲ)として、当該入所者の退所時に１割負担 106 円、2 割負担 212 円、3 割負

担 318 円加算されます。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する施設において、別に厚生労働大臣が定める入所

者に対し、投薬、検査、注射、処置を行った場合、所定疾患施設療養費Ⅰとして、1 月に 7



 

日を限度に一日につき、1 割負担 252 円、2 割負担 504 円、3 割負担 756 円加算され

ます。 

 当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師が感染症対策に関する研修を受

講している場合、所定疾患施設療養費Ⅱとして、1 月に 10 日を限度に一日につき、1 割負

担 506 円、2 割負担 1,012 円、3 割負担 1,518 円加算されます。 

但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、リハビリテーションを

行い、リハビリテーション実施計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出し、情報を活用

した場合は、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算Ⅱとして、1 月につき、1

割負担 35 円、 2 割負担 70 円、3 割負担 105 円加算されます。リハビリテーション

マネジメント計画書情報加算Ⅰを算定した場合は、1 月につき、1 割負担 56 円、 2 割

負担 112 円、3 割負担 168 円加算されます。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、継続的に入所者ごとの

褥瘡管理をし、評価結果等を厚生労働省に提出し、情報を活用した場合は、褥瘡マネジメ

ント加算(Ⅰ)として、3 月に 1 回、1 割負担 4 円、 2 割負担 8 円、3 割負担 12 円加

算されます。 

 (Ⅰ)の算定基準を満たしている施設において、褥瘡発生リスクがあるとされた入所者につ

いて、褥瘡の発生がない場合は、褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)として、1 月に 1 回、1 割負担 

14 円、 2 割負担 28 円、3 割負担 42 円加算されます。 

 但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、継続的に入所者ごとの

排泄支援の取り組みをし、評価結果等を厚生労働省に提出し、情報を活用した場合は、排

せつ支援加算(Ⅰ)として、1 月に 1 回、1 割負担 11 円、2 割負担 22 円、3 割負担 33

円加算されます。 

 (Ⅰ)の算定要件を満たしている施設において、適切な対応を行うことにより、「排尿・排便

の状態の少なくとも一方が改善した」又は「おむつ使用ありから使用なしに改善した」、場

合、排せつ支援加算(Ⅱ)として、1 月に 1 回、1 割負担 16 円、2 割負担 32 円、3 割負

担 48 円加算されます。 

 (Ⅰ)の算定要件を満たしている施設において、適切な対応を行うことにより、「排尿・排便

の状態の少なくとも一方が改善した」かつ「おむつ使用ありから使用なしに改善した」、場

合、排せつ支援加算(Ⅲ)として、1 月に 1 回、1 割負担 22 円、2 割負担 44 円、3 割負

担 66 円加算されます。 

 但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、継続的に入所者ごとの

自立支援を行い結果等を厚生労働省に提出し、情報を活用した場合は自立支援促進加算と

して、1 月につき、1 割負担 317 円、2 割負担 634 円、3 割負担 951 円加算されます。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、入所者ごとの基本的な 



 

情報を厚生労働省に提出し、情報を活用した場合は、科学的介護推進体制加算(Ⅰ)として、

1 月につき、1 割負担 43 円、2 割負担 86 円、3 割負担 129 円加算されます。 

 加えて疾病の状況や薬剤情報等の情報を厚生労働省に提出し、情報を活用した場合は、科

学的介護推進体制加算(Ⅱ)として、1 月につき、1 割負担 64 円、2 割負担 128 円、3

割負担 192 円加算されます。 

 但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護保健施設において、入所者に対し、介護保    

健施設サービスを行った場合、安全対策体制加算として、入所日初日に限り、1 割負担 22

円、2 割負担 44 円、3 割負担 66 円加算されます。 

 

＊令和 6 年 5 月までは別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると施設が認められた場合、

所定単位数×39/1000 に相当する単位数が、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）として加算され

ます。 

 

＊令和 6 年 5 月までは別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると施設が認められた場合、

所定単位数×21/1000 に相当する単位数が、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）として加

算されます。 

 

＊令和 6 年 5 月までは別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると施設が認められた場合、

所定単位数×8/1000 に相当する単位数が、介護職員等ベースアップ等処遇改善加算（Ⅰ）

として加算されます。 

 

＊令和 6 年 6 月より別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると施設が認められた場合、所  

定単位数×75/1000 に相当する単位数が、介護職員処遇改善加算として加算されます。 

 

＊介護老人保健施設が、入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対

応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者に対

し、適切な感染対策を行った上で、介護保険施設サービスを行った場合に、新興感染症等

施設療養費として 1 月に 1 回、連続する 5 日を限度として、1 日につき 1 割負担 253

円、2 割負担 506 円、3 割負担 759 円加算されます。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理を使用する方法 

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護老人保健施 

設において、入所者に対して介護保険施設サービスを行った場合、高齢者施設等感染対策 

向上加算（Ⅱ）として 1 割負担 6 円、2 割負担 12 円、3 割負担 18 円加算されます。 

 

    ＊介護老人保健施設において、協力医療機関との間で、入所者の同意を得て、当該入所者の 

病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場合であり、当該協力医療機関が介 

護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を満たしている場合、協力 

医療機関連携加算（Ⅰ）として 1 月につき、1 割負担 106 円、2 割負担 212 円、3 割 

負担 318 円加算されます。また（Ⅰ）の要件に満たない場合には協力医療機関連携加算 



 

（Ⅱ）として 1 月につき、1 割負担 6 円、2 割負担 12 円、3 割負担 18 円加算されま 

す。 

 

＊別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理を使用する方法 

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護老人保健施 

設において、入所者に対して介護保険施設サービスを行った場合は当該基準に掲げる区分 

に従い、生産性向上推進体制加算（Ⅰ）として 1 月につき、1 割負担 106 円、2 割負担  

212 円、3 割負担 318 円加算されます。生産性向上推進体制加算（Ⅱ）として 1 割負担  

11 円、2 割負担 22 円、3 割負担 33 円加算されます。 

但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

＊電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式に 

よる届出を行った介護老人保健設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利 

用者に対し、ターミナルケア加算として死亡日以前 31 以上 45 日以下については 1 日に 

つき 1 割負担 85 円、2 割負担 170 円、3 割負担 255 円加算されます。死亡日以前 4 

日以上 30 日以下については 1 割負担 169 円、2 割負担 338 円、3 割負担 507 円加 

算されます。死亡日の前日及び前々日については 1 割負担 865 円、2 割負担 1,730 円、 

3 割負担 2,595 円加算されます。死亡日については 1 割負担 1,740 円、2 割負担 3,480 

円、3 割負担 5,220 円加算されます。 

 

   ○退所時等支援等加算 

    ①利用者の主治医に対し文書をもって利用者の処遇に必要な情報を提供した場合、退所時情

報提供加算として 1 回に限り、1 割負担 527 円、2 割負担 1,054 円、3 割負担 1,581 円

加算されます。 

    ②入所前連携加算(Ⅰ) 次に揚げるいずれの基準にも適合する場合に、入所者 1 人につき 1

回を限度として、1 割負担 633 円、2 割負担 1,266 円、3 割負担 1,899 円加算されま

す。 

ア、入所予定日前 30 日以内又は入所後 30 日以内に、入所者が退所後に利用を希望する

居宅介護事業所と連携し、入所者の同意を得て、退所後の居宅サービス等の利用方針を

定めること。 

イ、入所者の入所期間が 1 月を超え、入所者が退所し、居宅サービス等を利用する場合、

入所者の退所に先立って入所者が利用を希望する居宅介護支援事業所に対し、入所者の

同意を得て、診療状況を示す文書を添えて居宅サービス等に必要な情報を提供し、かつ、

当該居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス等の利用に関する調整を行う

こと。 

     入所前連携加算(Ⅱ)  入所前連携加算(Ⅰ)のイ、の要件を満たした場合に、入所者 1 人に

つき 1 回を限度として、1 割負担 422 円、2 割負担 844 円、3 割負担 1,266 円加算さ

れます。       

     但し、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しません。 

    ③退所後訪問看護が必要と認められ、訪問看護ステーションに対し指示書を交付した場合、

訪問看護指示加算として、入所者 1 人につき 1 回を限度として、1 割負担 317 円、2 割

負担 634 円、3 割負担 951 円加算されます。 

 



 

   〇減算 

＊夜勤職員勤務条件基準を満たさない場合、所定単位数×97/100 に相当する単位数となります。 

＊入所定員の超過、または職員等の欠員の場合には、所定単位数×70/100 に相当する単位数と 

なります。 

＊身体拘束廃止への取り組みが行われていない場合には、所定単位数×90/100 に相当する単位 

数となります。 

＊安全管理体制への取り組みが行われていない場合には、1 日につき 1 割負担 6 円、2 割負担  

12 円、3 割負担 18 円減算となります。 

＊高齢者が虐待への取り組みが行われていない場合には、高齢者虐待防止措置未実施減算として所 

定単位数×1/100 に相当する単位数が減算されます。 

＊業務継続計画が策定されていない場合には、業務継続計画未策定減算として、所定単位数× 

3/100 に相当する単位数が減算されます。 

 

２  利用料 

    ①食費（1 日当たり）                          1,830 円 

     （ただし、食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

食費の負担限度額が 1 日にお支払いいただく食費の上限となります。）   

  ②入所者が選定する特別な食事の費用                                       実費 

通常の食事以外で特別メニューを設定している施設において、特別メニューの食事を選定

された場合にお支払いいただきます。 

  ③居住費（療養室の利用費）（１日当たり）＊ 

     ・従来型個室     2,100 円 

     ・多床室       520 円 

     （ただし、居住費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されてい

る居住費の負担限度額が１日にお支払いいただく居住費の上限となります。） 

  ④行事費                                  （その都度実費をいただきます。） 

小旅行や観劇等の費用や講師を招いて実施する料理教室の費用で参加された場合にお支払

いいただきます。 

  ⑤健康管理費                               （その都度実費をいただきます。） 

インフルエンザ予防接種等を希望された場合にお支払いいただきます。 

    ⑥理美容代 （その都度実費をいただきます。） 

     理美容サービス等を希望された場合にお支払いをいただきます。 

  ⑦その他の費用               （その都度実費をいただきます。） 

利用者の選択によって個人的に使用する機器等にかかる電気代、診断書等の文書の発行に 

係る費用等 

                           

支払い方法 

  ・毎月１０日までに、前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支払いください。

領収書を発行いたします。 

・お支払い方法は、現金、銀行振込、金融機関口座自動引き落としの３方法があります。入所   

契約時にお選びください。 

 



 

◇協力医療機関等 

  当施設では、下記の医療機関・歯科医療機関に協力いただいています。 

協力医療機関      

・名 称   総合病院 衣笠病院 

   ・住 所   横須賀市小矢部 2-23-1 

  協力歯科医療機関 

   ・名 称   衣笠ヘルスケア歯科 

   ・住 所   横須賀市衣笠町 1-40 

   ・名 称   衣笠あかり歯科 

   ・住 所   横須賀市平作 1-14-14-101 

◇施設利用に当たっての留意事項 

当施設の利用に当たっての留意事項は以下のとおりです。 

①  面会時間は、施設に連絡の上、ご予約ください。 

②  外出・外泊時は、届出のうえ必ず許可を得てください。 

③  施設内での飲酒・喫煙・携帯電話の使用はご遠慮ください。 

④  設備・備品の取り扱いには十分にご注意ください。 

⑤  所持品にはご記名をしてください。 

⑥  金銭・貴重品の持ち込みは、原則ご遠慮願います。また、当施設は紛失、盗難等の責は負いませ

ん。 

⑦  ペットの持ち込みは、ご遠慮ください。 

⑧  火気の取扱いは、禁止です。 

⑨  利用者の「営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動」は禁止です。 

   ⑩ 他利用者及び当施設関係者への迷惑行為は禁止とします。 

 

◇非常災害対策 

  ・防災設備 スプリンクラー、消火器、屋内消火栓、火災報知器、非常灯、熱探知器 

  ・防災訓練 年 2 回以上 

・災害時（自然災害・感染症発生）対応訓練 BCP 年２回 

 

◇禁止事項 

 当施設では、多くの方に安心して療養生活を送っていただくために、利用者の「営利行為、宗教の

勧誘、特定の政治活動」は禁止します。 

 

◇身体の拘束等 

 当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を行ないません。但し、自傷他害の恐れがある等緊急

やむを得ない場合は、身体拘束廃止委員会で検討を行った上で、家族の同意を得て、 

施設管理者又は施設長が判断し、利用者の安全の為に行動を制限する行為を行うことがあります。

この場合には、当施設の医師がその様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得な

かった理由を診療録に記載することとします。 

 

 

 



 

◇その他 

・当施設についての詳細は、パンフレットを用意してありますので、ご請求ください。 

  ・当書類の使用期間は契約期間に準じます。 

 

 

 

 

※すべての項目をお読みいただき、下記のご利用者様、ご家族同意欄にご署名をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

○上記の通り重要事項を説明し、交付しました 

（社）日本医療伝道会 

介護老人保健施設 衣笠ろうけん 

 

説明者氏名 

 

 

 

○上記の通り重要事項の説明を受け、同意し交付を受けました 

 

記入日     年   月   日 

 

 利用者氏名 

 

利用者家族氏名 


